
令和７年度第２回 北海道内部統制推進員会議 議事録 

             日 時：令和８年１月 14日(水)    17:00～17:20 

             場 所：本庁舎 ３階 テレビ会議室 

             出席者：別紙名簿のとおり 

 

（大西イノベーション推進局長） 

・これより「令和７年度第２回北海道内部統制推進員会議」を開催する。 

・本日進行を務めさせていただく大西。 

・昨年以降、全国の自治体でＮＨＫ放送を受信契約の未払いについて報道されてお

り、道においても同様の事例が判明した。 

・先ほど記者レクチャーを実施したところであり、本推進員会議においても、今回の

事案を協議し、再発防止について徹底を図っていきたい。 

・出納局 山田 会計管理室長からご説明いただく。 

 

（山田出納局会計管理室長） 

・本日の配布資料は、先ほど、報道発表で配布したものと同じもの。 

・ＮＨＫ放送受信料について、一部未払いがあったことが判明。その未払いとなって

いた受信機の台数は、全体で 912台。未払い額は 8,120万円となったところ。 

・この間、皆様には、受信料調査にご協力をいただき、感謝。 

・今後、未払いとなっている受信機について、速やかにＮＨＫと契約手続きを進め、

未払い分の支払いを行う。 

・ＮＨＫ受信料の未払いについては、全国の自治体でも問題となっており、道におい

ても、ＮＨＫと協議を行いながら、指定管理者制度導入施設分も含め、調査を進め

てきたところ。 

・その結果、資料の表にある通り、知事部局、各種委員会等で、323台、2,469万円。

教育庁、道立学校も含めまして、568台、5,171万円。指定管理者制度導入施設で

21台、480万円。合計は、先ほど申したが、912台、8,120万円の未払いが確認され

たところ。 

・未払いとなった主な要因については、カーナビ、授業等で使用しているモニターに

テレビ機能がついている場合、受信料が発生するということの認識が欠けていたこ

と。また、このモニター等にテレビ機能がついている認識が欠けていたというこ

と。 

・特別支援学校については、児童・生徒の専用に供する場合は、受信料の免除申請を

行っていれば、受信料の免除対象となるが、その申請に関する認識が欠けていたと

いうこと。 

・再発防止策については、まず 1点目、テレビ受信機を管理する台帳を新たに整備

し、受信料の支払い時に行っている受信機の設置状況確認時の錯誤を防止してい

く。２点目は、業務上必要な場合を除き、テレビ受信機能のない機器の設置を進め

ていくこと。３点目は、特別支援学校における免除申請、こちらの方の徹底をして



いくということ。これらの再発防止策については、今、この会議において周知取り

組みの徹底を図るということ。 

・今回の事案の要因については、受信料にかかる認識不足という面が大きい。今後、

庁内ネットや研修などの機会を活用し、職員の受信料制度の理解を深め、再発防止

を図って参りたい。 

・皆様においても、今後、受信料の未払いが発生することがないよう、職場内への周

知、そして、再発防止策の確実な実行について、お願いしたい。 

 

（大西イノベーション推進局長） 

・今の説明に、ご意見やご質問等があれば伺う。 

・それでは、私から確認の意味を含めお聞きしたい。再発防止策が示される中、業務

上必要な場合を除き、テレビ受信機能のない機器の設置等を示されているが、今

後、新たに調達する場合は現在設置するテレビ受信可能なモニター、あるいは、テ

レビ受信機能が付随されている公用車等も、例えば物理的に取り外し等が可能な場

合については、必要性を判断し受診をしないような対応を行う方針でよろしいか。 

 

（山田出納局室長） 

・はい。そのような方針で検討して参りたい。 

 

（大西イノベーション推進局長） 

・もう 1点、今回テレビ等だが、10月から新しいインターネットサービスＮＨＫ_Ｏ

ＮＥの配信をしている。この取り扱いについては、今回は含まれていない認識だ

が、次の調査等で対象となり、取り扱いについて示されるということでよろしい

か。 

 

（山田出納局室長） 

・はい。ＮＨＫ_ＯＮＥについては、昨年 10月から開始されたものであり、例えばテ

レビを設置してない事務室などについては、ＮＨＫ_ＯＮＥの料金、受信料がかかっ

てくる。当然、来年の調査からは対象となる。 

 

（大西イノベーション推進局長） 

・改めて調査のときにそういった趣旨も含め、皆さんに確認をしていきたい。 

 

（天野イノベーション推進監） 

・1点だけ補足。ＮＨＫ_ＯＮＥについて、今までインターネットでＮＨＫのニュース

サイトを見るときには何も登録は要らなかったが、これからは、視聴登録をしない

といけない。それぞれの職場でＮＨＫ_ＯＮＥの登録をしないと、ＮＨＫのニュース

が見られないということになる。 

・これから、それぞれ登録をしていくことになると思う。その場合、今の説明だと、

職場にテレビがあれば、追加の費用は発生しないということになる。テレビのない



職場だと、追加の費用が発生するということになるので、インターネット環境、1

人 1台あるわけだが、追加の料金が発生しないような形で、また業務で必要な場合

には、きちんと手続きをするということも含め、これから改めて通知されるという

ことだが、もうすでに動いているものでもある。そこも含めて、職場での注意喚

起、徹底をお願いしたい。 

 

（大西イノベーション推進局長） 

・ほかにご意見やご質問等があれば伺う。 

・最後に、天野イノベーション推進監から一言いただく。 

 

（天野イノベーション推進監） 

・お集まりいただき感謝。 

・今回、道全体で約 8,100万円という大きな未払い額の発生が確認されたところ。 

・1つ 1つの部署で見ると、テレビ 1台とか 2台ということになるわけだが、積み重

なりによって、組織全体としては大きな未払い額になった。 

・先ほど要因として、認識の欠如という説明があった。一人一人の認識の欠如、認識

が足りないということが積み重なると、こういった大きな額になってしまう。 

・そうした状況を踏まえ、適正な事務の確保に向けては、まずは職員一人一人の認

識、意識を高めていくこと、そして組織としてのチェック機能を高めていくこと、

このことを継続的に実施していくことに尽きるのではないかというふうに考える。 

・改めて各部局における再発防止策の徹底をお願いしたい。 

・今後、年度末に向けて、昨年度発生した間接補助事業をはじめ、支出事務が集中す

る時期を迎える。重要リスク項目など、改めて確認し、ダブルチェックの徹底な

ど、不適正事務の防止に向け担当者への目配りなど、お願いしたい。 

 

（大西イノベーション推進局長） 

以上をもって、第 2回北海道内部統制推進会議を終了する。 


